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Ⅰ B04 産学共同研究の 企業特性・技術特性別分析 ( 第 1 報 ) 

0 坂元耕姉，近藤正幸 ( 横 国人 ) 

1. はじめに 1) 全体的な動向分析 

産学共同研究とは、 産業に携わる 者又は機関と、 学術 2) 企業特性別の 分析 

に 携わる者又は 機関とが共同 ( 協同、 共働 ) して " 知の         他 地域、 企業規模、 外資系・海覚 

創出 " を打 ぅ 取組みであ る。 3) 技術特性別の 分析 

バブ八 % 済 崩壊以降、 企業は研究・ 開発・設計・ 製造・ 一 技術分野、 技術分野と立地地域、 輸送用 機 

販売といった 活動を全て自社内に 取り込もうとする「 自 器 ・電気産業における 技術特性別比較 
前主義」から 脱却し、 「連携協力」へと 軸足の重点をシ 
フト したといわれる ，。 企業は共同研究、 技術提携など 3. 研究対象の概要 

表 1  横ロ大の共同研究の 実 紙 
の 研究開発分野における 戦略的な提携の 必要性は非常 

564 件 
に 高く、 今後もその傾向が 清 まると考えられる 2 。 図 Ⅰ   12  3 億円 

に 示すとおり、 企業の視点に 立ち産学連携の 意義を考え 2, 188 千円 

た 場合、 R&.D を効果的・効率的に 推進するための アラ   

イアンス又はアウトソーシンバ 手段として考えれば、 そ い、 ③首都圏に立地 

の 相手機関の所在地は 国内に限定されない。 さらには、 ( 東京都に隣接、 京浜工業地帯内にあ る、 研究機関が周 

民間 ( 同業種・異業種 ) 、 国立研究機関、 公設試験機関 辺 に多数立地、 大学が周辺に 多数立地 ) などが挙げられ 

などのひとっとして 大学が挙げられる。 る 。 共同研究については、 ]989 年度から実施を 開始し、 

この産学連携は 新産業や雇用機会の 創出の観点から 2 ㏄ 2 年度までに 564 件の実績があ る ( 表 1) 。 

各種の施策がⅠ実施されており " 、 実際、 その 一 形態であ 

る 共同研究については、 全国の国立大学等において 2m2 4. 全体的な動向分析 

年度は過去最高の 6,767 件 ( 対前年度比 28.6% 増 ) 。 が 共同研究は、 90 年代から件数、 金額ともに増勢が 増 

行われ、 近年著しい増加傾向を 示している。 しているが、 1 件当たりの平均金額については、 著しい 

本稿では、 横浜国立大学 ( 以下、 横 目 大という ) での 変化が見られない ( 図 2) 。 

事例を基に企業特性及び 技術特性別の 分析を行い、 産学 

  

    100% 丘   
  共同研究がどのような 形で進展し、 今発生している 現象       

の 特徴は何かについて 考察を行う。 
150 000   

      

企圭 海外 50.000   

◆企業 ( 同業種、 具案 種 )       ◆ 国 ，地方公共団体 ( 国研、 公故舐 含む ) 

●アウトソーシンバ Ⅰアライアンス 国内 ◆公益法人 ( 肋 日の研究機関など )   一 
◆大学 ( 国立・私立 ). 高専 図 2  ""@  件数及び全額の 一一 """" 年度推移 一                   

ⅠⅠ 
く メリット ン くチ メリット ン 

  保有しない能力や 寅 芙 ( 技 億など ) を 得 る   俺用 、 時間が付加 
(1) 研究区分 6 別の推移 

  開発コストの 低漱 する   主体的なコントロール 俺能 を造 失 

  Ⅱ先期間を短 笘 する   構 報の漏洩 
研究区分別に 年度推移を見ると、 実質的な共同研究の 

  自らを 珪門 に特化する   外部化に伴う 契約コスト俺の 発生 
  公的助成の技会を 待 る 

形式であ って 、 国の負担を要しない 区分 B が近年著しい 

  学習によって 新たな 知 雙や能力を穏 進 する 伸びを示している ( 図 3) 。 
    

図 ]  企業から見た 産学連携の意 圭 。 

(2) 企業等 ' から見た新規・ 継続・ 再 契約の動向 

企業等の相手機関から 見て、 横目大との共同研究を① 

    研究目的 「 西村 ( 沖のを参照。 

横国 大の共同研究の 受入れ実績を 実例として、 産学 共 ' 永田㎝㈹を参照。 

同研究の企業特性・ 技術特性別の 動向について 分析を行 ' "" '"" を 参 " 。 

つ ～ 4 文安 肝 斗牛舎ホームページを 参照   

なお、 以下次の 3 つの視点で分析を 行 う 。 。 山倉㏄㏄ 1) を奏詞こ そチ / Ⅱ ヒ 。 
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図 3  研究区分別の 推移 

新規、 ②継続、 ③ 浦開 ( 過去に実施したことがあ り、 年 

度を空けて再開 ) の 3 つに区分した 場合、 ①新規が増加 

傾向にあ り、 ②継続は近年伸び 率 力 河庄下している ( 図 4) 。 「   
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モ億円Ⅰ - 百十Ⅰ 新   

図 4  相手技閃からみた 新規・ 軽統 ・ 再 契約の前 向 

(3) 1 機関当たりの 平均実施件数の 推移 

Ⅰ機関当たりの 平均実施件数を 見た場合、 1998 年度 

以降、 複数の契約を 行 う 民間企業が増加し、 2 ㏄ 2 年度 

で 1. 4 件であ り、 企業からの信頼 M 係が拡大する 方向 

にあ るものと考えられる ( 図 5L 。 

なお、 小林 (1998) において、 共同研究を行 う 大学は、 

の局所的な連携を 行 う 大学、 Q 適 有の連携 先 企業を有さ 

な い 大学、 ③多数の企業と 連携を行 う 有力大学の 3 つぼ 

区分できるとしており、 構図六 は ③に分類できる。 
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図 6  相手技撰の葉種別実施状況の 推移 

5. 金葉特性 に 基づく分析 

(1) 企業等の立地地域別の 推移 

相手機関の立地地域を①神奈川県、 ②東京都、 ③前者 
を除く関東甲信越、 ④その他の 4 つに区分して 見た場合、 

全体的に増加傾向にあ るものの、 近年、 C 神 奈川県と② 
東京都が占める 割合が大きく 伸びており、 近接地域との 

連携が清まる 傾向にあ る ( 図 7)0 

" 侍 皓レ 幡寸 ㏄ 伊 ㏄ け ㏄Ⅰ 。 舟 は Ⅰ の り ' 的 " 侍 ' 坤 ' 晦 ' ゆ 

l ヰ - 持奈川 京 +  東京 窩 +  その他 旦 文中 伯甘 一）その他 l 

図 7  立地地域別の 共同研究受入れの 推移 

また、 同一都道府県内の 共同研究が占める 割合を横目 
大と全国の国立大学等 " とで比較した 場合、 全国では 3 

5% 前後で安定的に 推移しているが、 横 日大では地域連 

携の割合が増 力回頃 向 にあ る ( 図 8)0 
先行研究によると、 Fe@dnan (1994) は、 大学の R& 

D 等のインフラを 有する州に製品イノベーションが 集 

申するとし、 Jaffe (l993) は、 特許引用の空間的特性 

から、 特許が案出された 地域や州内で 引用される頻度が 
高いとしており、 近接地域で共同研究や 技術移 車劫 て生じ 

やすいことを 示している。 他方、 及川㏄㏄ 2) は、 宮城 

具 において実施される 大学との共同研究については 県   内 企業とのケースが 少ないとしている。 
図 5  ] 技法当たりの 平均実施件数の 推移 

(4) 大企業の業種区分別の 推移 6 共同研究制度における 研究区分の概略 @ 九次のとおりであ る。 

大企業 (387 社 ) のみを対象に 、 ①化学、 Q 射射料 ( 鉄 C% 分 A; 矧 こおいても直接経費の 一部を負担するもので ， 

鋼 、 非鉄金属、 金属製品、 窯業 ) 、 ③機械 ( 機械、 輸送 民苦撒 等の負担 客 あ が 300 万円以上の課題 

用 機械、 精密機器 ) 、 ④電気 ( 電気機器 ) 、 ⑤その他製造 ②区分日 ; 大判こおいて 面鈍焼費の負担を 要しなし 雙題 

業 ( 建設、 食品、 繊維、 その他製造 ) 、 ⑥情報・通信、 ③区分。 ; 研究者のみを 受け入れる課題 

⑦その他 ( 商業、 金融・保険、 陸運、 電力・ガス、 サ一 7  @w@sw@@rn'm-@@w@ws@ 

ビス ) に区分して見た 場合、 近年、 ③機械、 ④電気及び 等を含み、 民間企業のみを 対象とする場合に @  企業という。 

⑦その他が著しく 増加している ( 図 6) 。                             儂 ) P.P.M  を引用 
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5 ㎝ 6.  技術特性に基づく 分析 

研 
(1) 技術分野別の 推移 

共同研究のテーマを 科学技術基本計画の 重点分野で 
㏄ 苦 あ る①ナノテクノロジー。 材料、 醸造技術、 ③エネル 

怒 ギ工④ライフサ ィェ ンス， @ 情報通信、 G 濃境 、 の フ 

卸均鋤地埼均 晦め 。 """ 而め 呵呵 。 弼 菩ゆ 晦晦 W 瑚 W 地 。 "" 。 ", ⑧ 社 " 基 " 、 ⑨ そ 。 他。 " 類 "" 場合、 " 年、 ①ナノテク・ 材料、 Q 製造技術、 ③エネルギー、 ⑤ 
図 8  同一都道府県内の 共同研究受入れ 割合の推移 情報 ja 信 、 6 濃境 といった幅広い 分野で増加傾向にあ る 

( 横目大と全国との 対比 ) ( ロ 1 2) 。 

(2) 企業規模別の 推移 

相手機関を砿企業、 ②中小企業。 、 ③その他 ( 特殊 

法人、 公益法人、 地方自治体など ) に分類した場合、 大 

企業の伸びが 渚 しく、 中小企業は同水準を 維持している 

( ロ 9) 。 

このように中小企業の 占める相対的な 割合 は 、 近年、 

減少傾向にあ り、 全国の実績では 2 ㏄ 2 年度は中小企業 Ol 億 0? 仮 ㏄ 年 04 ヵ 05 打 0B け 07 行 0 Ⅰ け ㏄ 卸 l0 け Ⅱ 卸 l2f 侍 穏卸 l4 ゆ 

との共同研究が 対前年度比的． 9% 増と急増。 しているの 

と 著しく異なる。 

口 ] 2  研究テーマの 技術分野別実施状況の 推移 
(2) 技術分野別         他 地域別の実施状況 

共同研究のテーマの 技術分野を企業等の 立地地域別 
に 見た場合、 次のとおり技術分野毎に 相違が見られる 

( ロ 1 3) 。 

■全国的に展開 ; ①ナノテウ・ 材料 
。 ' け ㏄ ゆ ㏄ ㏄ ゆ ㏄ け 。 ' 卸 1 11 1% Ⅰ W1% 

+  大企業 +  中小企集 +  その他 
■地元に重心 ;(Z 製造技術、 ③エネルギー、 環境     ■神奈川県・ 東京都が中心 ; ⑥情報・通信 

図 9  食 案規 棟別の共同研究受入れの 推移     

また、 企業規模別の 共同研究の累積年数を 見ると、 1   

企業当たりの 平均は、 大企業 2. 9 年、 中小企業 1. 9 
  

年 であ り、 大企業の方が 1 年長い ( 臼 1 0) 。 
  

@@/7-i'ay@ 本坑 

@@NftllM@0@X@Bi@@ ， etottBSR@ffiEfi@D@@{@<& 
釜 ao%  " 一一一一一一一一 "" 一一一 
*M@ 

  

    
a  1 3  &@@@@ Ⅳ @  @@feifett@@<Dsas@3B 

帥 " (3) 技術分野別・ 立地地域別の 推移 
勾 "   1989 ～ ]997 年度を「 第 Ⅰ 期 ( 対象共同研究 数 220 

  件 ) 」・ 1998 ～ 2 ㏄ 2 年度を「第 2 期 ( 同 344 件 ) 」に 分   割， 。 し 、 技術分野別・ 立地地域別の 時代変化を見た 場合、 

@+ 大全文 + 中小企 荻 l                 情報通信では 神奈川県と東京都、 環境では神奈川県が 著 

図 1 0  食 圭規 棟別の共同研究実施年数 ( 累積 X の分布 しい伸びを示している ( 國 1 4)0 
(3) 外資系及び海覚機関との 共同研究 なお、 辻 ( 杓 ㏄ ) において，情報化と 空間的近接に 関 

外資系及び海覚機関との 共同研究の年度推移を 見る し 、 情報への近接や 情報交換が情報ネットワークを 介す 

と 、 近年、 実施の事例が 見られるようになり、 1 件当た るだけでは不十分であ り、 空間的な近接や 直接接触を伴 
りの金額は 7, ㏄ 8 千円であ り、 全体平均の 2,1 ㏄千円 よ う 情報交換の必要性 力朗芙 るとし、 また、 福山 (2001) に 

りも 3 倍以上も高額であ る ( 囲 1 ]) 。 

。 現時点における 企業概要情報を 用い・貸本金 3 億円以下波 ぴ従 

乗員数 300 人以下を中小企業とした。 
10  @@@@<r21iai20)@l&@@@@@)a!@@(30L@J 

と 題する答申を 慨 8 年「 0 月に発表。 地域社会中産業界との 

06 ヵ 07 打   l ユ f Ⅰ l3 年 Ufy 連携 " 交流。 必要性を提言。 そ 。 後、 潜 " 関する数多く 

の脚輌 されたことから、 こ刺   

囲 Ⅱ 外資系企 棄 ，海外 儂朋 との共同研究の 推移 あ ると考えられる。 坂元㎝ 朋 ) 参照。 
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図 1 4  技術分野別，立地地域別の 推移 

おいて、 情報が場所に 粘着的であ る ( サ 青軸粘着悔 と し 

ている。 横目大において 情報通信分野の 近接性が発生し 

ているのは、 これらを裏 付けるものであ る。 

(4) 輸送用機器・ 電気産業における 技術特性別比較 
図 6 において伸びが 著しい機械の 中から、 特に伸 びが 

著しい " 輸送用機械 " を抽出し、 " 電気 " との技術特性 

別 推移の対比 ( 第 1 期 と第 2 期の実施件数の 増減上巳効 

を行った ( 表 2) 。 

近年の伸 びが 著しい技術特性分野は、 輸送用機械では 

。 製造技術 " であ るのに対し、 電気では " 情報通信 " と 

" 環境 " であ る。 また、 輸送用機械においては、 " エネ 

ルギー " と " 環境 " はやや減少しているが、 電気におい 

ては減少傾向を 示す分野は見られない。 

Ⅱ ) 全国展開、 地元重心、 地元中心の 3 タイプに分類 

12) " 情報通信 " は神奈川県・ 東京都、 " 環境 " は神奈川 

県が近年急増。 
以上から、 横国 大の産学共同研究においては、 近接の 

連携や大企業との 連携が占める 割合が増加しているな 
どの観点から " 集中 ィヒ " が、 また、 新規契約の増加 やョト 

製造業との共同研究が 増えているなどの 観点から " 多様 

ィヒ " が、 同時に発生している ( ロ ] 5) 。 

通信分野は近接の 連携が増 

●非製造業の 参入 

図 1 5  集中化と多様化の 同時発生 

8, 今後の研究の 方向 

本稿では、 産学連携のひとっの 形態であ る産学共同研 

究は ついて、 主に大学の視点に 立って分析を 行った。 

表 2  % 法席機器、 宙 気産案 における技術特性別の 動向 今後は、 本稿で論じていない 三者以上のプロジェクト 

型共同研究や 包括契約などのネットワークに 視点を置 

いた分析を行うとともに、 横目大と同様の 中規模大学と 

の比較によって、 地域性による 相違の分析を 行う。 

@w 
"     " "'"" 湘 m@'"   m   """   " 

  '" 一 "M   2002 。   

7, 集中化と多様化の 同時発生 

以上の結果をまとめると、 構図大において ]989 年度 

から 2 ㏄ 2 年度までに実施した 564 件の産学共同研究 

については、 次のような現象が 発生している。 

く 全体的な動向分析 ノ 

l) 1 件当たりの平均金額に 著しい変化は 見られない 

2) 区分 B の伸びが著しい 

3) 新規契約機関が 増 力回頃 同 

4) 1 機関当たりの 契約件数が増九回 頃 同 

5) 機械、 電気、 その他 ( 商業、 金融、 陸運、 サービス 

など ) の業種で伸びが 著しい 

く 企業特性別の 分析 ノ 

6) 神奈川県と東京都の 伸びが著しい 
7) 大企業の伸びが 著しい ( 中小企業の割合は 低下 ) 

8) 平均実施年数は 大企業 2. 9 年、 中小企業「． 9 年 

9) 外資系や海覚の 機関との事例が 見られる。 金額は全 
体平均の 3 倍以上の高額。 

く 技術特性別の 分析 ノ 

10) ナノ・材料、 製造技術、 エネルギ ニ 、 環境、 情報通 

信と幅広い分野で 増 力 Ⅳ境内 

。 琳 "" 「 一   第 16 号、 1998 年． 

"" に一一 "t" 。 " 。 "'" 

Ⅱ 号 ， 2002 年． 

" 鋪 "               を 例とし て Ⅰ 一 " 、 2003 年． 

大樹答申「 21 拷却ガ 群像と今後仏女草方策こついてよ 1998 年． 

迷悟 -  [ 経剤 99 学を学ぷ人のた 糊口世界思想 出 ZQQQ ヰ ． 

永田晃 也 Ⅵ面輪 造 システムとして 魁 学文生も 2003 年． 沖鮒桂玩 " 日経 BP 、 2003 ヰ． 

栂蟻 。   。 。 づ """M" 。 屈晴 蔵 " とその潮田 

掛判 Vo@. 35. No. 1 、 2001 年   

"" 繍 ""   ""m" 。 。 ' 。   

「 ア   アウトソーシンバの 現在 一 90 年代以降のヌ 献 展 

勤 Vol. 35, No. 1 、 200 時． 

用は卸Ⅲ P. 田川㎝ i 由 ． ， 而 0 ㏄㎎「 卸 Ⅱ c 眠肝 ㏄ s ㎡ け w Ⅶ tion: 

t 甜 m@ ㎎ i ㏄ @ @nfrastr 冊加 re ㎞ pr は ぉ t 而 roVation in t № 

Ⅲ it 田 ㏄ ate 。 ． 片 Ⅰ 腐 sof 比怒 ㏄ iationofA 岡 Ⅱ㏄ ] ぬ肝卸檎 rs 

朗の ・ ] 鰍 ． 

向付 e,A  B.,Tra 丘 ㏄ 朋憶 Ⅱ 荻 七七Ⅰ㎝， R  犠隠 袖下 @ ㎝Ⅱ zatim 

0f  K Ⅶ l 曲 e  簿 Ⅲ Wers  俺 evi 曲構 by  Wt 甜 ci 也 ti ㎝ "  , 

㎏ 海回血 r 何 l ㎡㎞㎜ i ㏄ ] ㏄． ] 怒 ． 

一 30 一 


